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確定的な会計基準は存イ†：していないのが塊状である。   
アメリカにおいては，アメリカ公認会訂守協会により7ssuesPaper86－2「オ  
プションの会計」（以下，討議報菩）という討議報告案が公表されている。こ  




略に関する会計上の基本的問題を検討する川（つ なお，この討議報薔を検討材料  
とするのは，わが国に先立って自由化の進んだアメリカにおける問題意識は，  
今後，わが国の会計を考察する上でも参考となると考えたからである。  
2．オプション取引の特徴   













取引（先渡取引）の当事者における権利義務関係の相違を説明する。   
614   






















より損益を確定させることができる0   
っぎにオプションの価値について説明する。オプション価値とは，オプショ  
ン取引における対価（プレミアムあるいはオプション料と呼ばれる）のことで  
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a．外貨建取帥4）が外貨建コミットメントのヘッジとして指定され，かつその   
実効がある。  
b．外貨建コミットメントが確定している（5）。   
52aは，リスク・ヘッジを意図して先物為替予約をし，その効果が高い（基   
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オプション取引における会計上の開通  111  
本的には完全にリスクをヘッジする）ことを要求している。また52bは，将来  
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（この場合の実態ほ現物の受け渡しをすることである）とするならば，その処   
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オプション取引における会計上の問題  113  
理および結果の損益に先物レートの変動はい っさい影響しないためにこのよう  
な要求をする必要はないのである。  
（3）討議報告におけるヘッジ会計   
本項では，上述のようなSFAS52および80の相違点（あるいは類似点）を  
通して討議報告におけるヘッジ会計の特徴を検討する。   
まず，討議報告におけるヘッジ規準について検討する。現有資産・負債に対  
するヘッジ規準はつぎのものからなる。  
a．当該オプションは取引に関連したリスク・イクスポージュアーを減少しな   
ければならない。  
b．オプション基礎項目の時価の変動とヘッジ対象項目の時価の変動の間に，   
高い相関が存在する可能性が高い。  
C．オプション基礎項目の価格とヘッジ対象項目の価格の間に，明確な経済的   
関係が存在しなければならない。  





とができる（14。そして，dについてはSFAS52および80に共通するものとい   




f．当該予定取引が生じる可能性が高いtl＄。   
これらについては，SFAS80と同様のものであるといえ，確定コミットメ  
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ントのみならず広くこ予定取引を対象としている。   
つぎに，ヘッジ会計の実施方法についてであるが，その方法は買いオプショ  
ンと売りオプションで区別されている。買いオプションについては，ヘッジ開  





















たヘッジ戦略にヘッジ会計を適用する際の基本的問題点について検討する。   
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オプション取引における会計上の閑適  115  
ヘッジ会計の実施方法としては，上述の討議報告において勧質的結論とされて  
いる方法を採用する。なお，証拠金や取引手数料についてはヘッジ会計の問題  
点を検討するにあたって直接的には関係しないために省略する。   





当該通貨オプションはアメリカンであり，5カ月後に満期となるものとする。   
日程とそれぞれの日における直物レートは図4－1のとおりであると仮定する。  
12／′31  り3l  ‖什11′′′1  
lri二物レ1ト 130￥／′′＄  140￥ン′＄  136￥′／＄  
構人決定  りと符   取1jド美行・決済  
ヘッジ閲妬  オプションそⅠ■便  





（1）買いオプションへのヘッジ会計の適用   
最も基本的なヘッジの方法は，コールを購入することである。つぎのような  
オプションを購入したとする。  
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〈ヘッジ戦略1〉   
行使価格130円／ドルのコールを1ドルあたり4．8閂で購入する。取引額  
10，000ドルをカバーするために総額48，000Iり（4．8円／ドル×10、000ドル）の  
コールを購入する。   
この戦略を採用した場合の損益線Il切は図4－2のようになる。  








発生する。このように，コールを購入することによるヘッジ戦略は，為替レー   
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オプション取引における会計上の問題  117  
トの変動から生じる利益横会を残しつつ損失はヘッジするのである。   
つぎに，この取引についての会計処理についてであるが，討議報告によるな  
らば前述のヘッジ規準がすべて満たされるとつぎのように処理されることにな  











（オプションーIV） 100，000 （繰延調整）  100，000  
・時間価値の償却  




正として処理されることにより会計上その実態が反映されることになる。   
取引実行・決済日（1月31日）においては，つぎのような仕訳がなされる。  
1／31・本質的価値および繰延調整の修正  
（繰延調整）  40．000 （オプションーIV）   40，000  
・コールの権利行使  
（現 金）   1，360，000 （現 金）  1，300，000  
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（オプションーIV）  60，000  
・原材料の購入  
（原材料）  1，300，000 （現  金）  1，360，000  
（繰延調整）  60，000   
以上のようにアメリカから輸入した原材料の取得原価は1，300，000円となり，  












る場合の利益はつぎのように計算される。   
権利行使する場合の利益  






うとする時点がある場合には時間価値がある限り，その買い手は権利行使では   
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オプション取引における会計上の間趨  119  
















ためにプレミアムにおける時間価値を分離処理するべきか否かを検討しなくて   
はならない。  




〈ヘッジ戦略2〉   
行使価格130円／ドルのプットを1ドルあたり8円で売却する。取引額  
10，000ドルをカバーするために総額軋000円（8円／ドル×10，000ドル）のコー  
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ルを売却する。   
この戦略を採用した場合の損益線は固4－3のようになる。  













することなく一括でオプション債務が計上される。この点に関して討議報告は，   
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オプション取引における会計上の問題  121  
売りオプションによるヘッジの際にはプレミアム全額がヘッジとして機能する   
ことなどを論拠として挙げている¢句。  
11／1・オプション債務の計上（8円／ドル×10，000ドル）  




られるために次期に繰り延べられる。なお，12月31日のプットの時価は6‖／   
ドルであるとする。  
12／31・オプション債務の再評価（（8－6）円／ドル×10，000ドル）  





（原材料）  1，360．000 （現  金）  l，360，000  
・オプションの反対売買（購入額4IIJ／ドル×10，000ドル）  
（オプション債務）   60，000 （現  金）  40，000  
（繰延調整）  20．000 （原材料）  40，000   
結果として，原材料の取得原価は1，320，000円となっており，反対売買の損  
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あるであろうと思われる。なお，以上の議論は一部の複合オプションにも当て   
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オプション取引における会計上の開場  123  
はまる。  





〈ヘッジ戦略3〉   
行使価格130円／ドルのコールを1ドルあたり4．8円で購入すると同時に行使  
価格137「1Jのコールを1ドルあたり2．5円で売却する。将来のドル支払のリスク  
をカバーするために23，000円（（4．8－2．5）llj／ドル×10，000ドル）の当初の支   
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しているものと考えられる。   







2・3門を支払っている。この時点の直物レートは130円であるためにその支払額   
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オプション取引における会計1一．の開港   
全額が時間価価として計上される。  
11／1・時間価値の計上（（4．8－2．5）円／ドル×10，000ドル）  








（オプションーIV） 100、000 （繰延調整）  100，000  
・時間価値の償却  





（繰延調整）  40，000 （オプションーIV）  40，000  
・買いオプションの権利行使  
（現  金）  1，360．000 （現  金）  1，300，000  
（オプションーTV）  60，000  
・売りオプションの反対売買（時間価値で調整している）  
（オプションーTV）  20，000 （現  金）  20，000  
・原材料の購入  
（原材料）  1，300，000 （現  金）  1，360，000  
（繰延調整）  60，000  
・時間価値の償却  
（ヘッジ費－TV償却） 33，800 （オプションーTV）  43．000  
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（オプション償却累計） 9，200   
原材料の取得原価は1．300，000l「Jとなっており，単純に行使価格130円のコー  
ルを購人した場合と同じである。しかし，ヘッジのコストが結果的に43，000円  
と削減され，ヘッジ効率が高かったことがわかる。   
討議報告は，このようなスプレッドの他に合成先物やコンビネーションと  
いった複合オプションについても単体として処理することを奨励している。単  
体としての処理については，その処理方法の有効性を関わなければならない。   
まず第1に，単体としての処理は，上記の仕訳からもわかるように個々のオ  
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もいえることである。そして，この拡大は，さらにはその他の金融商品等の認  
識・測定方法にも影響する可能怖があると考えられるものである。   
第3に，複合オプションに関しては，単体としての処理の有効性について検  
討した。そこでは，金額的相殺の問題と複合オプションを構成する個別オプショ  
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（1（カ SドAS52par．18参照。  




（13）lssuespaper86－2par．5。   






（畑 損益線は．オプションにおける権利行使あるいは権利放棄する場合を前提に描かれる（言い替   
えると．本質的価構のみを考慮している）。以下の拍益鰍二ついても同様である。  
（2功 a【themoneyとは，行使価格と基礎項目の時価が－・致している状況をいい，その時本質的価値  
はゼロである。  
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